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「販売費用の額」としては、法第四十四条第三項に規定する現 「販売費用の額」としては、法第四十四条第三項に規定する現

に当該特定福祉用具の購入に要した費用の額、「その他費用の に当該特定福祉用具の購入に要した費用の額、「その他費用の

額」としては、居宅基準第二百十二条第三項により徴収が認め 額」としては、居宅基準第二百十二条第三項により徴収が認め

られている費用の額並びに必要に応じてその他のサービスに係 られている費用の額並びに必要に応じてその他のサービスに係

る費用の額を規定するものである。また、個々の特定福祉用具 る費用の額を規定するものである。また、個々の特定福祉用具

の販売費用の額等については、その額の設定方式及び目録（居 の販売費用の額等については、その額の設定方式及び目録（居

宅基準第二百十六条で準用する第二百四条第二項に規定する目 宅基準第二百十六条で準用する第二百四条第二項に規定する目

録をいう。）に記載されている旨を記載すれば足りるものとし、 録をいう。）に記載されている旨を記載すれば足りるものとし、

運営規定には必ずしも額自体の記載を要しないものであること。 運営規定には必ずしも額自体の記載を要しないものであること。

第四 介護予防サービス 第四 介護予防サービス

一～二 （略） 一～二 （略）

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

１～10 （略） １～10 （略）

11 介護予防福祉用具貸与 11 介護予防福祉用具貸与

⑴ 指定介護予防福祉用具貸与の基本取扱方針 ⑴ 指定介護予防福祉用具貸与の基本取扱方針

予防基準第二百七十七条にいう指定介護予防福祉用具貸与の基 予防基準第二百七十七条にいう指定介護予防福祉用具貸与の基

本取扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりであ 本取扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりであ

る。 る。

① 介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、一人ひとりの高 ① 介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、一人ひとりの高

齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を 齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を

営むことができるよう支援することを目的として行われるもの 営むことができるよう支援することを目的として行われるもの

であることに留意しつつ行うこと。 であることに留意しつつ行うこと。

② サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補 ② サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補

う形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を う形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を

引き起こし、サービスへの依存を生み出している場合があると 引き起こし、サービスへの依存を生み出している場合があると

の指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支 の指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支

援を行う」ことを基本として、利用者のできる能力を阻害する 援を行う」ことを基本として、利用者のできる能力を阻害する

ような不適切なサービス提供をしないよう配慮すること。 ような不適切なサービス提供をしないよう配慮すること。

⑵ 指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針 ⑵ 指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針

① 予防基準第二百七十八条第一号及び第二号は、指定介護予防 ① 予防基準第二百七十八条第一号及び第三号は、指定介護予

福祉用具貸与の提供に当たって、福祉用具専門相談員が主治の 防福祉用具貸与の提供に当たって、福祉用具専門相談員が主

医師等からの情報伝達及びサービス担当者会議等を通じ、「利 治の医師等からの情報伝達及びサービス担当者会議等を通じ、

用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本 「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」こと

として、福祉用具を適切に選定し、個々の福祉用具の貸与につ を基本として、介護予防福祉用具貸与計画に基づき、福祉用

いて利用者に対し、説明及び同意を得る手続きを規定したもの 具を適切に選定し、個々の福祉用具の貸与について利用者に
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である。 対し、説明及び同意を得る手続きを規定したものである。

② 同条第四号は、指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たって ② 同条第五号は、指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たって

の調整、説明及び使用方法の指導について規定したものである。 の調整、説明及び使用方法の指導について規定したものである。

同号の「福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対 同号の「福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対

応等を記載した文書」は、当該福祉用具の製造事業者、指定介 応等を記載した文書」は、当該福祉用具の製造事業者、指定介

護予防福祉用具貸与事業者等の作成した取扱説明書をいうもの 護予防福祉用具貸与事業者等の作成した取扱説明書をいうもの

である。 である。

また、自動排泄処理装置等の使用に際し衛生管理の面から注

意が必要な福祉用具については、利用者又は家族等が日常的に

行わなければならない衛生管理（洗浄、点検等）について十分

説明するものとする。

③ 同条第五号は、福祉用具の修理については、専門的な技術を ③ 同条第六号は、福祉用具の修理については、専門的な技術を

有する者に行わせても差し支えないが、この場合にあっても、 有する者に行わせても差し支えないが、この場合にあっても、

福祉用具専門相談員が責任をもって修理後の点検を行うものと 福祉用具専門相談員が責任をもって修理後の点検を行うものと

する。 する。

特に自動排泄処理装置等の使用に際し衛生管理の面から注意

が必要な福祉用具については、当該福祉用具の製造事業者が規

定するメンテナンス要領等に則り、定期的な使用状況の確認、

衛生管理、保守・点検を確実に実施すること。

⑶ 介護予防福祉用具貸与計画の作成

① 予防基準第二百七十八条の二第一号は、福祉用具専門相談員

は、介護予防福祉用具貸与計画を作成しなければならないこと

としたものである。介護予防福祉用具貸与計画作成に当たって

は、福祉用具の利用目標、具体的な福祉用具の機種、当該機種

を選定した理由等を明らかにするものとする。その他、関係者

間で共有すべき情報（福祉用具使用時の注意事項等）がある場

合には、留意事項に記載すること。

なお、介護予防福祉用具貸与計画の様式については、各事業

所ごとに定めるもので差し支えない。

② 同条第二号は、介護予防福祉用具貸与計画は、介護予防サー

ビス計画に沿って作成されなければならないこととしたもので

ある。

なお、介護予防福祉用具貸与計画を作成後に介護予防サービ

ス計画が作成された場合は、当該介護予防福祉用具貸与計画が

介護予防サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応
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じて変更するものとする。

③ 同条第三号及び第四号は、サービス提供に当たっての利用者

又はその家族に対する説明等について定めたものである。介護

予防福祉用具貸与計画は、利用者の心身の状況、希望及びその

置かれている環境を踏まえて作成されなければならないもので

あり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障す

るため、福祉用具専門相談員は、介護予防福祉用具貸与計画の

作成に当たっては、その内容等を説明した上で利用者の同意を

得なければならず、また、当該介護予防福祉用具貸与計画を利

用者に交付しなければならない。

なお、介護予防福祉用具貸与計画は、予防基準第二百七十五

条第二項の規定に基づき、二年間保存しなければならない。

④ 同条第五号から第七号は、事業者に対して介護予防サービス

の提供状況等について介護予防支援事業者に対する報告の義務

づけを行うとともに、介護予防福祉用具貸与計画に定める計画

期間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）を義

務づけるものである。介護予防支援事業者に対する実施状況等

の報告については、サービスが介護予防サービス計画に即して

適切に提供されているかどうか、また、当該計画策定時からの

利用者の身体の状況等の変化を踏まえ、利用中の福祉用具が適

切かどうか等を確認するために行うものであり、必要に応じて

行うこととしている。

ただし、事業者は介護予防福祉用具貸与計画に定める計画期

間が終了するまでに、少なくとも一回を目安としてモニタリン

グを行い、利用者の介護予防福祉用具貸与計画に定める目標の

達成状況の把握等を行うよう努めることとし、当該モニタリン

グの結果により、解決すべき課題の変化が認められる場合等に

ついては、担当する介護予防支援事業者とも相談の上、必要に

応じて当該介護予防福祉用具貸与計画の変更を行うこと。

④ 同条第六号は、介護予防サービス計画に指定介護予防福祉用

具貸与が位置づけられる場合、主治の医師等からの情報伝達及

びサービス担当者会議の結果を踏まえ、指定介護予防支援等基

準第二条に規定する担当職員（以下④において「担当職員」と

いう。）は、当該計画へ指定介護予防福祉用具貸与の必要な理

由の記載が必要となるため、福祉用具専門相談員は、これらの
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サービス担当者会議等を通じて、「利用者の自立の可能性を最

大限引き出す支援を行う」ことを基本として、福祉用具の適切

な選定のための助言及び情報提供を行う等の必要な措置を講じ

なければならない。

また、必要に応じて随時、担当職員は、同様の手続により、

その必要な理由を記載した内容が、現在の利用者の心身の状況

及びその置かれている環境等に照らして、妥当なものかどうか

の検証が必要となるため、福祉用具専門相談員は、サービス担

当者会議等を通じて、福祉用具の適切な選定のための助言及び

情報提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。

12 特定介護予防福祉用具販売 12 特定介護予防福祉用具販売

⑴ 指定特定介護予防福祉用具販売の基本取扱方針 ⑴ 指定特定介護予防福祉用具販売の基本取扱方針

予防基準第二百九十条にいう指定特定介護予防福祉用具販 予防基準第二百九十条にいう指定特定介護予防福祉用具販

売の基本取扱方針について、特に留意すべきところは、次のと 売の基本取扱方針について、特に留意すべきところは、次のと

おりである。 おりである。

① 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、一人ひ ① 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、一人ひ

とりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日 とりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日

常生活を営むことができるよう支援することを目的として行わ 常生活を営むことができるよう支援することを目的として行わ

れるものであることに留意しつつ行うこと。 れるものであることに留意しつつ行うこと。

② サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に行 ② サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に行

う形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を う形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を

引き起こし、サービスへの依存を生み出している場合があると 引き起こし、サービスへの依存を生み出している場合があると

の指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支 の指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支

援を行う」ことを基本として、利用者のできる能力を阻害する 援を行う」ことを基本として、利用者のできる能力を阻害する

ような不適切なサービス提供をしないよう配慮すること。 ような不適切なサービス提供をしないよう配慮すること。

⑵ 指定特定介護予防福祉用具販売の具体的取扱方針 ⑵ 指定特定介護予防福祉用具販売の具体的取扱方針

① 予防基準第二百九十一条第一号は、指定特定介護予防福祉用 ① 予防基準第二百九十一条第一号及び第二号は、指定特定介護

具販売の提供に当たって、福祉用具専門相談員が「利用者の自 予防福祉用具販売の提供に当たって、福祉用具専門相談員が「利

立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本として、 用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本

特定介護予防福祉用具を適切に選定し、個々の特定介護予防福 として、特定介護予防福祉用具販売計画に基づき、特定介護予

祉用具の販売について利用者に対し、説明及び同意を得る手続 防福祉用具を適切に選定し、個々の特定介護予防福祉用具の販

きを規定したものである。 売について利用者に対し、説明及び同意を得る手続きを規定し

たものである。

② 同条第三号は、指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当た ② 同条第四号は、指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当た

っての調整、説明及び使用方法の指導について規定したもので っての調整、説明及び使用方法の指導について規定したもので


